






























































































































































英紙 The Daily Mirror によると，大人たちと子との間での遺伝的つながりが
重視されるとある（The Daily Mirror, 2010-02-03, p.36）．
　この遺伝的関係性の重視が典型的に現れたケースを新聞記事から一つみてみ
る．なお簡略のため，この項以降，事例中の既出の氏名はイニシャルで記述
する．同性婚カップル（civilian partnership）の Sharon Arnold（以下，ＳＡ）
と Terri Arnold（以下，ＴＡ）のＬＣに精子提供をした Andy Bathie（以下，













































法廷は「子の最大の利益（Best Interest of the Child）」が決定を左右すると指
摘する（Nelson による引用，2013: 244）．
　遺伝的つながりより「子の最大の利益」を重視した判決として，Conn 州の






　上記に類似した判例は，Ala 州でもみられる（Brasfield 対 Brasfield, 679 
So.2d 1091[1996]）．しかし米国の法制度は，基本的に各州別個に法が定まって
いる．よって州によってはこれと逆にみえる判決も出されている（たとえば























































































究を参照しつつ M.Weber の分析でみてみよう．Weber はその資本主義社会の
分析の中で，その成立要件の一つとして形式合理的法システムのもたらす予測






















と強制執行力を背景に王威を民衆に示した（Baker 2007=2014: 13, Sugarman 













（Sugarman 1987=1993: 47），とされる 8)．こうした裁判実務が制定法をいわば
骨抜きにする現象に対応する事実は，例えば東和敏（2004: 中 86）も指摘して
いる．








いる．ここで取り上げるのは 18 世紀後半から 19 世紀前半にかけての米国にお
ける，法の法典化論争である．つまり米国の法制度を，判例法体系から制定
法体系に変更するべく，法典を制定するか否かを争った論争である．A.J.King




































































る），などについて，裁判官の恣意性が出やすいとされる（van Krieken 2005: 
32, Hisano 2011: §6-B-1）．
　つぎに，親，ないし親に準じる成人を定めるものとして，いくつかの法理が
存在する（C.B.Sella 1991: §4, J.A.Aylesworth 2005: §5-B）．このうち，子と
の関係性に関する法理，つまりかならずしも出産直後の子には適用できないも
のが 5 つある．それらは，① in loco parentis（「親の位置に立つ」．仮に「代置親」
とする．以下，同），② de facto parent（実質親），③ equitable parent（衡平親），





































とある（R.D.Harrison 2014: §2）．一方父性は，17 世紀には生物学的決定論で
はなく（おそらくは）「blood（血統）」に基づいていたようである（A.Campbell 
2007: §1）．以下，しばらく R.van Krieken（2005: 27-35）に拠って，「子の最
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大の利益」法理の変遷を，「離別の際に子が誰のもとになぜ引き取られるか」




年の Falkland 対 Blertie 事件において，家父長法理は王が父権に介入する根拠
として提示された．この時期の家父長法理の実際を，1891-4 年にかけての，R





に親権が認められるようになる．1839 年の Custody of Infants Act であり，家
父長法理にかわって母権が父権に対峙するようになる．しかしこの法では依然，
順位は王権，父権，そして最後が母権であった．そしてこのころ，Re Agar-




















　そうした 1970 年代に，ＡＲＴは始まっている（K.Horsey 2012: §2）．米国

















































によるオーバーライド（override）がなされている（以下，D.E.Abrams et al 
























































　しかしこの後，違った傾向の判断が現れる．1989 年から 1990 年にかけて，
Or 州および連邦裁判所で争った一連の事件，McIntyre 対 Croach（780 P.2d 

















　ほかにもＬＣ型の親性係争，NY 州，1993 年の ThomasS 対 RobinY 事件（599 





求が認められる形の決着がつきやすいようである．たとえば 1985 年，NY 州
の KarinT 対 MichaelT 事件（484 NYS.2d 780[1985]），1996 年ごろから 1998
年にかけての Cal 州の In re Buzzanka 事件（In re Marriage of Buzzanca, 72 
CalRptr.2d 280[1998], JayceeB 対 SupCourt, 42 CalApp.4th 718[1996]． 以 下，
Ｂ事件）は，いずれも遺伝的つながりのない元夫に対して扶養料の支払いを命





　Monarch は Cal 州における 3 つの裁判を比較して検討している．1993 年の
Johnson 対 Calvert（5 CalApp.4th 84, 851 P.2d 776[1993]．以下，ＪＣ事件），
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　これが Monarch が指摘する Cal 州判決史の問題点である．そしてこうした
不適切な判決を導きたいのならば，立法せよ，として，代理出産合意書の強制












































保たれたと King は結論付けている．なお，英における論争には 1934 年の Law 






への学説の影響力が大きい（M.L.Cohen and K.C.Olson 1991=1994: 215）．
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11) このほか R.D.Monarch（1998: §6）では，contract parent への言及がある．
12) これをうけて，Surrogacy Agreement Act が 1985 年に成立している．なお，1997
年には Brazier 報告が出され，この 20 年近い間に，報告書は代理出産に，より寛
容となった（Horsey 2012: §6）という．
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